
　この問題をめぐっては、民主党議員の質問に、
麻生財務大臣が左囲みのような答弁を行い、大
問題となって、答弁を訂正した経過があります。
　「軽減税率」が導入された場合、事業者は複
数税率に対応した課税を受けるため、商品ごとに
税率と税額などを記したインボイス（税額の請求
書）を発行しなければなりません。現在売上が少
ないためにインボイスを発行していない免税事業
者は、全国で５１３万社あります。これらの５１３万
社は今後、取引から排除される危険があります。
　宮本氏は取引から排除されないよう具体的解
決策があるのか、麻生大臣にただしましたが、大
臣は具体策を示せませんでした。
　宮本氏は、５１３万社にとっては「（事務負担
の増大となる）課税事業者になるか」、「（取引か
ら排除され）廃業するか」の二択になるのでは
ないか指摘。インボイス制度の導入で「廃業し

たり、その意に反して無理やり課税事業者にならざるをえない状況を生んではならない」と述べ、「軽減税
率」の導入ではなく、消費税の増税こそ中止すべきだと要求しました。
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　安倍政権がねらう「軽減税率」。しかし、「軽減」とは名ばか
りで、食料品などの消費税の税率が８％に据え置かれるだけ
で、それ以外の税率は10％に引き上げられる増税です。
　しかもこの「軽減税率」にはそれにとどまらない大問題があ
ります。日本共産党の宮本岳志議員は2月２３日の衆院財務
金融委員会で、「軽減税率」導入によって、日本の事業者（会
社）の6割をしめる513万社の小規模事業者が、負担増や廃
業に追い込まれる危険性があることを告発しました。 共
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　「（軽減税率導入で）混乱は
ある程度起きる」、「そういった

（廃業の）例がないとは言わな
い。一つや二つあったとか、百
あったとか千あったとか､ いろ
いろ例が出てくる｣、｢別に驚く
ことはない｣（2月15日衆院予
算委員会で）
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小規模事業者切り捨てを当然視する

消費税

　あたかも負担が軽くなるような「軽減税
率」のデタラメさや危険性がハッキリしまし
た。暮らしも経済もこわす消費税増税その
ものを中止させるために全力をあげます。


